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空調システムの分野における地球環境問題に関する課題

地球環境を考えると,川オゾン層保護(フロン規制),(Z)地球温暖化防止(CO2規制),(3)資源の有効活用(再生･リサイクル)の課題がある｡

空調システムの分野で21世紀にかけてのここ当何

の課題は,環境問題と,それに密接に関連したエネ

ルギー問題への対J芯である｡中でもフロン規制への

対応は,業務別空調機器の80%を占めるパッケージ

エアコン(エアコンディショナー)が対象となり,社

会的影響も人きい｡HCFC(HydrochlorofluorocaIもon)

系冷媒からHFC(Hydrofluorocarbon)系冷媒への

切り替えは,各種HFC系冷媒への最終評価がまだ出

ていないが,ほぼR-4()7CとR-410Aに絞り込まれ,

この新冷媒への技術的対応が最大の課題である｡

CO2規制については,エネルギーの有効利用と省

エネルギーの間是引こ行き着き,熱源エネルギーの転

検とシステムとしての高効率化の問題となり,未利

用エネルギーの活用,蓄熱システムなどが今後の重

安課題である｡

再生･リサイクルについては,リサイクルを積極

的に進めるシステムづくり,すなわち機器の分解性,

分解後の分別性,リサイクル可能率の見地からの製

.甘.づくりが進められており,今後も再資源化を強力

に推進する必要がある｡

*｢一々二製作所空調システム事業部 **Iト在製作所 卜浦_1二場
***
H巾二冷熱株式会社
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n はじめに

1994年12J+に閣議決定された環.囁恭本計巨l‾qは,211【l二紀

を視野にとらえ,持続的成長を確保しながら社会経済の

i斤重力様式を変'出し,環境壬iポ+二の少ない経済社会の実現を

【+指している｡

空調システムの視点から環,境川題を考えた場合,フロ

ンによるオゾン僧破壊の問題,CO2による地球i址暖化の

l村越,SOx(硫黄酸化物),NOx(窒素酸化物)による酸性雨

の閑適,さらには産業廃棄物の問題などがあげられる｡

これらの環境問題での共通の根底にあるのはエネルギー

問題,すなわちエネルギーの有効利用と市エネルギーで

あり,現場問題への対応は,個別のテーマに対する対応

策とl棚与にエネルギーf【り題への対応策を提示することが

必繋となる｡

ここでは,空調システム何有の問題として,フロン規

制,CO2大別iりとエネルギーの有効利用および省エネルギ

ー,さらには一再flミリサイクルについての[=1†二製作所の,取

糸ILみについて述べる｡

日 オゾン属保護(フロン規制への対応)

2.1フロン規制の動向とその対応

いわゆるフロン冷媒(フルオロカーボン)には,特定フ

ロンと呼ばれるCFC(Chlorofluor()Carbon)系と指定フ

ロンと呼ばれるHCFC系,さらに塩素をまったく含まな

い,代替冷媒と呼ばれるHFC系の3種の冷煤が行存す

る｡CFC系については,1992年11月にコペンハーゲンで

開かれたモントリオール議定書締約国公介で1996年全廃
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図中のパーセント値は,1989年のHCFC類の生産量を100%として

いる｡1996年から総量規制(1989年の生産量を超えない)が開始さ

れ,以降段階的に生産量が規制される｡

が決議され,Ll+1二製作所はいち-ト11-くターボ冷嫌機,家庭

=冷蔵倖などの分野で代替フロン(IiFC-134a)化を一jご施

した｡

一九1992年の前述の会合で2030年全廃が打ち｢1■.され

たHCFC系の規制(図1参照)については,CFC系がトと

してカーエアコン,ショーケース,家庭川の冷蔵柿など

に使川されていたのに対し,HCFC-22は,家鮭川ルーム

エアコン,あるいは業務用パッケージエアコンに使川さ

れ,その佐川韮からも社会的影響はCFC系とは比中如二な

らないほど大きく,HCFC規制への対応技術を速やかに

開発することが空調事業での最大の課題となっている｡

この課題は,2.2項以‾卜に述べるように技術的にも椰也

が高く,また社会的影響も人きいため,わが阿や米l玉】,

カナダの関連業界でⅠIFC冷媒の評価プログラム(AREI):

AlternativeRefrigerantEvaluatinPr()gram)が=jlこ川で

推進されており,l__】立製作所もその一員として参加して

いる｡この内呑も含め,HCFC-22の代替冷媒の.㌢帥附こつ

いて以卜に述べる｡

2.2 HCFC-22の代替冷媒の開発状況

▼呪fl∴一般的にHCFC-22の代替冷媒と‾考えられている

候補冷媒のうち,自然冷媒系(NH3,プロパン,乍;もなど)

を除くHFC系の代替冷媒候補は2n種類を超える｡そのう

ちの代衣例と冷媒特性を表1と図2にホす｡f‾し作冷媒候

補については,l-1米欧加の冷凍乍調機器メーカー,;令妹･

潤滑油メーカー,民間,凶且研究機関,人工Ti主などによっ

て評価されてきている｡現在代替冷媒として考えられて

し-るのは,ⅠIFC-32･125･134aの3種混合冷媒であるR-

407C,およびⅠ-IFC-32･125の2椎混合冷媒であるR-41(‾)

Aの二つの選択肢である｡R-407Cは,Jl;力,さ比度とも

表l代替冷媒候補とその特性

代替候補冷媒の物性値,および断熱圧縮効率=100とした場合の

性能を示す｡

冷媒名 R-22 R-407C R-410A R-507 備 考

構成冷媒名 R32･125･134a R32･125 R】25･143a

組成此(%) 23･Z5･58 50･50 50･50 質量比

GWP l′700 l′610 l′890 3′800 CO2基準

燃焼性 不燃 同左 同左 同左

臨界温度(OC) 96 87 72 71

冷房能力(%) 100 99 143 96 凝縮温度

=500C

蒸発温度

=50C

成績係数(%) 10(〕 96 92 85

凝縮圧力(MPa) J.94 2.09 3.06 2.35

注:略語説明

GWP(GlobalWarmingPotential;地球温暖化係数)
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図2 HCFC-22代替候補冷媒の理論上の冷凍サイクル性能

冷房能力,成績係数は,R-22(HCFC-22)の値をlとした場合の

HCFC系)令媒の数値を示す｡

にIiCFC122並みであるが,効率はⅠICFC-22より才1‥I二落

ちる特性を持っており,この冷媒特性による効率の低‾卜

に対する機器側による改発が今後の大きな課題である｡

また,この冷媒は混合されている3種の冷媒が独束な挙

軌をするいわゆる非共i恥令媒であり,機器の逆転暗また

はフィールドでの冷媒封人時などに起きる冷媒の組成

変勤をいかにうまくコントロールするかという課題が

ある｡

一方R-410Aは,擬似共沸冷媒で単一冷媒に近い特性

を示すが,高仙亡力がHCFCr22に比べて約1.6倍と高く,

効率仙l二のほかに機器の高耐圧化が必要となる｡この二

つの代替冷媒候補については,_卜記の冷媒物性からの評

価に加え,実際の機器の運転時でのエネルギー消貿効率

(成績係数),寿命,伝相伴,フィールドでのサービス件

などの項I+を評価するとともに,機器のコストト昇,海

外墟開を含めた設備拉資効率にも検討を加え,今年度中

に最終評価が完了する子宝である｡

代車李冷媒‥には,卜記のように幾つかの解決すべき技術

課題があるが,【‾t立製作所は,スクロール圧縮機,■曽i効

率熱交換器,および電十膨張弁を用いた冷凍サイクル制

御技術により,これらの課題を解決していく計何である｡

2.3 フロン回収

1992年11月の第4回モントリオール議定書締約凶会合

で,2.1で述べたCFCなどの供給規制に加え,大気への放

山を防止するため,再利用または破壊を目的とした回収

を促進すべきことが決議された｡一般に,乍調機器の耐

朋年数は10～15年と言われているが,機器の廃却時,ま

たは空調機器の修理･点検時にフロンの大気■l･への放出

を防_t_卜することが必要であり,このため機器からのフロ

ン回収と州収したフロンの再牛,再利川が重要となる｡

｢川二製作所は,1992年からターボ冷凍機のリプレース,

または保寸時に,フロンが大気11りこ放出されることを防

止するため,フロンl‖‾川又装置を用いて既納品のターボ冷

i凍機からのフロンL叶収を実施している｡

また,回収したフロンを高純度に精製するため,1994

年に社団法人日本榔束空調.t業会,および社L司法八【+本

冷凍空調設備連合会の共同事業として埼玉呪栗橋町に冷

媒フロン仲生センターが設立された｡

二呪在の回収,再利川は,使用者側,または保こ下側(一部

行政側)で自発的に推進され,その緒についたばかりであ

るが,今後はフロンの破壊も含め,宕要の噌人が見込ま

れている｡

田 地球温暖化防止(CO2規制への対応)

3.1規制の動向

環境l叩題の小で,オゾン層破壊問題の次に二取り組むべ

き課題に位置づけられているのが地球温暖化の問題で

ある｡

地球温暖化に影響を及ぼす温室効果ガスと呼ばれてい

るガスの椎類と排J_fl量の割合を図3に示す｡現在のベー

スでCO2をはじめとする温室効果ガスの排汁.が続けば,

地球温暖化の方向へ向かうであろうという点では,気象

学者の意見が一致している｡気候変動に関する政府間パ

ネル(IPCC)の報告によると,30年後の2025年には,地球

の平均温度は約1℃.L昇し,海面が約20cm上昇すると

みられ,陸地の7Jく沿いや気象の変垂れ 生態系への人きな

影響が‾r想される(図4参胴)｡

1988年6Hにトロントで,CO2の20%削減を提案する

同際会議が開かれ,これ以降各地で環境首脳会議,環境

大臣会議などで拝=祭的な条約の採択への動きが活発化

した｡

1990年8月にはⅠⅠ)CCが第1次報告を出し,地球温暖化

に対する科乍者による見通しの数字が発表され,これを

受けてわが出でも1990年10月に｢地球温暖化防止行動計

何+が策定された｡この計両の骨イ･は,年間1人当た-)

の炭酸ガス排け■量を1990年レベルで`女定化することと,

さらに上位日原として年間の総炭酸ガス排出量を1990年

レベルで′安立化するように努めることの2山である｡こ

れを実現するために,炭酸ガスの排出の少ない,年産構

造の実現と都市地域構造の構築などの具体的な対策が示

されている｡
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図3 温室効果ガスの種糞頁と排出量の割合

温室効果ガスのCOzは,1990年で61%,2000年で67%に増える見

込みである｡

1992年6月にリオ･デ･ジャネイロで開催された地球

サミットでは｢気候変動枠組み条約+がわが国をはじめ

とする155か凶によって署名され,地内ではこの成果を′受

けて1993年11月に｢環境基本法+が成立した｡

また,これに先立つ1993年3月には,エネルギー使用

の合理化に関する法律(いわゆる省エネルギー法)が改定

され,+二場,建築物,機械器具のそれぞれについて,省

エネルギーのために守るべき基準,判断基準などが策定,

公表されている｡さらに,これらの規制と並行してエネ

ルギー需給構造改革投資促進税制(エネ畢税制)の対象設

備の拡大が図られ,各種空調関連設備がこの対象として

取り上げられている｡

地球温暖化防止行動計画の目標の実現のためには村きIl

な努力が必要であり,次章で述べるような具体的かつ地

道な対策がいっそう要求されてくることは容易に想定で

きる｡

3.2 エネルギーの有効利用と省エネルギー

空調システムでの炭酸ガス排州量抑制のための具体策

としては,大別すると次の3こ境目がある｡その一つは電

力を含めた熱源エネルギーの稗類を転換し,炭酸ガス発

生の少ない燃料を使用することである｡第二はシステム

としての見直しを行い,従来単純加熱していたものをヒ

ートポンプ暖房とすることによって成績係数(COP)を

大幅に改善し,一次エネルギー消費量を減らすことであ
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図4 21世紀末までの温度上昇予測

30年後のZO25年には,地球の平均温度は約lOC上昇し,海面が約

20cm上昇すると予想される｡

る｡第三は補機を含めた熱城主機自体の省エネルギーを川

ることである｡

第一の熱源エネルギーの転枚については,ガス吸収J(

冷温水機では近年都市ガスの人然ガス化が普及し,従来

の石炭系ガスや,プロパンまたは油などと比較して,災

酸ガスの発牛量が著しく低減している｡

第二のシステム的な対応の具体的技術としては,この

特集号の別論文で述べているコジェネレーションシステ

ム(図5参照),さらには近年注目されている未利用エネ

ルギーの有効i古川システムがある｡未利用エネルギーi斤

用システムとは,河川水,‾F水道水,海水などの未利用

熱をi一再mするものである｡その一例として牛‾卜水火利川

エネルギー活用システムを図6にホす｡

地球温暖化への評価を考えた場合,従来はGWI)によっ

て温室効果ガスを評価してきたが,近年,乍調機器の耐

用期間内の運転に必要な電力,ガスなどのエネルギーを

作り山す際に′壬三じるCO2音,あるいはフロンなどの揃え

い分のCO2検算呈など,地球温暖化への間接的な影響も

考えたTEWI(TotalEquivalentWarnlingTIllpaCt)とい

う概念がAFEAS(代書亨フロンの環境への影響に関する

コジェネレーション普及促進
コジェネレー
ション

排熱
ホ イラ

ポイラ

熱供給事業

吸収式

冷凍機

熱供給導管

地
域
熱
需
要

力

熱熟

電

温
A
叩

図5 コジェネレーションシステム

エネルギーの有効利用として,コジェネレーションシステムが注

目されている｡二のシステムの熟利用を担う機器が吸収式冷凍機で

ある｡
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図6 未利用エネルギー活用システム

このシステムは,生下水を利用し,冷房時は冷却水として,暖房

時はヒートポンプの熱源としてエネルギーの有効利用を図るもの

である｡

調査研究)とDOE(米出エネルギー省)から提案されてい

る｡この考え方を基に,この特集号の別論文で.取-)上げ

ている水苔熱システムを考えると,化石燃料での発電比

率が低い夜間電力で蓄熱を行い,この蓄熱を偉聞に空調

用として利用することにより,化石燃料での発電比率が

高い昼間電力の使用葺を低減し,炭酸ガスの発生量を抑

制することが可能である｡

単品機器の効率改善は,これまで長い期間にわたって

地道に努力が続けられてきており,さらにあと10パーセ

ントの省エネルギーですら簡単にはできないところまで

きている｡また,省エネルギーのための初期投資があま

りにも大きくなると,それが短期間の省エネルギー効果

によっては回収できなくなり,経済的に引き合わなくな

ることも勺三じてくる｡これからは,卜記のような間辺機

器を含むシステム全体としてみた省エネルギーや,炭酸

ガス排出量削減による地球温暖化防止に具体的に取り組

んでいくことが,空調システム業界に課せられた義務で

あると思われる｡

巴 資源の有効活用(再生･リサイクル化)

リサイクル法(再生資源の利川に関する法律)が,1991

年10月に施行され,地球環境保護のために資源を人一肌こ

する姿勢が求められている｡

日立製作所は,｢製品再資源化委員会+を設け,リサイ

クル法指定製品の枠を越えて,全家電品,OA機器を中心

に,リサイクルニーズにこたえる製品づくりを進めてい

る｡空調システム機器でも,(1)機器の分解性向上,(2)リ

サイクルを容易にするための樹脂成型部品の材質表示,

(3)梱(こん)包材での発泡スチロールの削減化など,リサ

イクルを配慮した製品づくりを推進している｡たとえば,

業務用空調機器全体の約80%を11めるパッケージエアコ

ンでは,1994年から発売した｢システムフリー+で,発

泡スチロールを削減するために,梱包の新しい形態を研

究し,梱包材の全段ボール化を実現した｡さらに製品本

体も,電子膨張弁に機能を集約化して構造の簡素化によ

る分解件の向上を図っている｡

今後は,環境への影響度を事前に評価する独自の｢環

境影響性評価法+,｢分解性評価法+などの手法を用いて

環境負荷の低減へ寄与する製品を開発していく考えで

ある｡

田 おわりに

フロン規制,CO2規制,再生･リサイクルの三つの視点

から,乍調システム分野での地球環境問題に対する日立

製作所の取組みについて述べた｡

地球環境l控J題への対応は,社会的コストを伴うもので

あり,今後はこれにいかに対応していくかが大きな課題

である｡いずれにしても,成熟事業分野である雫調事業

で,地球環境問題,特にエネルギー問是引ま21世糸山こかけ

ての去圭大の課題である｡これからも,社会に貢献できる

空調システム技術の革新をさらに進めていく考えである｡
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